
１．はじめに

このたびは全く思いがけず，日本気象学会賞を受賞

することになりました．私の研究を支え，評価して下

さった皆様に深く感謝致します．

私は東京大学海洋研究所（2010年に東京大学大気海

洋研究所として再編）の院生として浅井冨雄先生に指

導して頂いた後，新東京航空地方気象台（今の成田航

空地方気象台）を経て，1986年からは気象研究所予報

研究部で主にメソ現象（局地現象）を統計的な立場か

ら調べてきました．当時の予報研究部は比較的自由な

雰囲気があり，自分の興味に合わせた研究を進めるこ

とができました．また，海洋研で都市ヒートアイラン

ドの研究に手を染めて以来このテーマに興味があり，

都市気候に対する社会的関心の高まりを背景にして，

都市の高温や降水についても調べました．ただ，当時

はまだ都市気候を地球規模の気候変動と関連づけて扱

うという発想はあまりありませんでした．

2004年になって藤谷徳之助所長（当時）のもとで気

象研究所に「融合型経常研究」の制度ができ，研究

部・室を越えた柔軟な研究体制がとれるようになりま

した．この年は日本に10個の台風が上陸し，また東京

で39.5℃という過去最高の気温が観測され，異常気象

やそれと気候変動との関連に対する社会の関心が増し

ていました．一方，2001年ごろから気象庁で降水デー

タの電子化が進められ（3.1節），長期変動の解析に使

えるデータが整備されつつありました．そこで，これ

らのデータを使った気候変動の研究計画に加わり，長

期変動の研究を本格的に行えるようになりました．本

稿では，その結果を中心として，日本の気温と降水の

長期変動の実態と，その問題点や課題を紹介します．

併せて，長期変動の解析にとって重要であるデータの

均質性の問題について，若干の議論を行います．

２．日本の気温の長期変動

日本では都市の環境変化が著しく，都市の気候変動

には地球温暖化だけでなく都市化の影響が関わってい

ます．地球温暖化と都市高温化［後注1］とは，とも

に人為的要因による昇温ですが，メカニズムも空間ス

ケールも全く異なっており，気候変動の実態を調べる

上では両者の違いを意識した解析が求められます．こ

の章では，全国規模の気候変動［後注2］と都市効果

の分離，および夏の暑さと都市化の関連を取り上げま

す．

2.1 全国規模の気温変化と都市高温化の影響

地球温暖化の監視にとって，観測地点周辺の都市化

の影響は誤差要因（都市バイアス）になります．都市

バイアスが問題になる理由の１つとして，歴史の長い

観測点の多くが都市やその近くにあるという事情があ

り，これは日本にも当てはまります．都市バイアスに

ついては1980年代からさまざまな形で研究が進めら

れ，全球の気温変化率の算定に当たって都市化の影響

を補正あるいは回避する努力がなされてきました

（Karl et al.1988；Jones et al.1990）．現在では対流

圏全体にわたる昇温傾向や，海面水温の上昇傾向も確

認されており，過去数十年間の全球の気温上昇

（1906～2005年に0.74℃/(100年)）には都市バイアス

がほとんどないとされています（IPCC 2007）．

一方，地球温暖化の研究者からは都市高温化への疑

問や慎重論も出ています．その論点は，(1)都市高温

化の根拠になるデータの信頼性や均質性に疑問があ

る，(2)気温に対しては微気候的な影響が大きく，都
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市イコール高温という単純な図式は正しくない，(3)

都市効果を強調する情報が偏って流布している，等で

す（Peterson 2003；Peterson and Owen 2005；Par-

ker2006,2010；Jones and Wigley2010）［後注3］．

これらの指摘にはそれぞれもっともなところがあり，

実際にヨーロッパやアメリカでは昇温傾向が目立たな

い都市もあって（Jones et al.2008；Jones and Lister

2009），その理由としては都市化の進展が止まったこ

とや，観測所が公園や空港に設置されていることが挙

げられています．都市気候の研究者としては，これら

の意見を受け止め，より実証的な研究を進めていくこ

とが求められます．他方，都市と郊外の昇温率の差を

示す研究結果も相次いでおり（Stone 2007；McCar-

thy et al.2010），特に東アジアでは都市の昇温傾向が

多くの研究で指摘されています（Choi et al. 2003；

Zhou et al. 2004；Griffiths et al. 2005；Hua et al.

2008；Ren et al. 2008；Kataoka et al. 2009；Lai
 

and Cheng 2010）．また，アメリカでもロサンゼルス

やフェニックスでは100年当たり数℃の大幅な昇温が

見出されています（Hansen et al. 1999；Tamrazian
 

et al. 2008）［後注4］．CRUの格子気温データについ

ても，中国東部や日本では都市バイアスが存在する可

能性があります（Jones et al.2008；Fujibe and Ishi-

hara 2010）．

日本の場合，東京などの大都市では過去100年間に

２～３℃の昇温があり（気象庁 2005,2010,2005-

2010），都市化の影響は明らかです．しかし，気候変

動監視の観点からすると，大都市以外の気温データに

都市バイアスが含まれるかどうかが問題になります．

気象庁の気候監視業務には17官署の気温データが使わ

れており，1898～2009年の平均昇温率は1.13℃/(100

年)と算定されています．これらの官署は「観測デー

タの均質性が長期間維持され，かつ都市化などによる

環境の変化が比較的少ない」という条件で選ばれたも

のですが，その中には県庁所在地の地点も含まれてお

り，「都市化の影響は完全には除去されていない」（気

象庁 2010）とされています．全国規模の気候変動を

精度良く評価するためには，都市バイアスが存在する

可能性を念頭に置き，都市と広域場の昇温率をそれぞ

れ量的に見積もっていく必要があります．

Fujibe（2009b, 2010b）はアメダス資料を使って，

近年の気温上昇における都市化の寄与を調べました．

第１図は1979年３月～2008年２月の29年間の資料（移

転などの影響が小さいと判断された531地点；解析方

法の詳細はFujibe（2009b）参照）を使って，気温上

昇率 T′と観測点周囲の人口密度 P の関係を示したも

のです．P は2000年の国勢調査による約1km格子

（緯度30秒×経度45秒）の人口データを使い，ガウス

関数型の重み（exp｛－（r/r）｝；r＝3km）をかけ

て観測点周囲の値を求めたものです．第１図による

と，P＜100人/kmというほとんど都市化していない

地点でも，0.3℃/(10年)ぐらいの昇温があり，これは

近年の高温化が全国規模のものであることを裏づけま

す．その一方，T′と P との間には0.40の正相関があ

り，都市域の昇温が非都市地点よりも大きくなってい

ます［後注5］．100≦P＜300人/kmという都市化の

程度が弱い地点でも，P＜100人/kmの地点に比べて

わずかながら昇温率が大きく，中小の都市でも若干の
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第１図 気温の経年変化率（1979年３月～2008年
２月）と人口密度 P の関係．破線は１
次回帰．Fujibe（2010b）に掲載した図
と同じ．

第２図 第１図と同様，ただし横軸は市街地率．
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都市バイアスがあることが分かります．なお，曜日別

気温の解析によっても，P≧300人/kmの地点につい

て平日と土休日の気温に有意な差があり，人為的効果

の寄与が確認されます（Fujibe2010a）．

第２図は国土数値情報による1997年の土地利用デー

タを使って，T′と市街地率A（土地面積に占める建

物用地・幹線交通用地・その他の用地の比率）との関

係を示したものです．T′とA の間には0.35の正相

関があり，T′-P 関係（第１図）と同様の特徴が認め

られます（A とは，Aのベキのうち T′との相関が

最大になる値）．しかし，1976年と1997年の土地利用

データから求めた市街地率の変化率A′については，

T′との相関はありませんでした（Fujibe 2009b）．

T′がA′よりもAそのものと相関するという事実は

一見不思議ですが，市街地面積そのものの変化より

も，市街地内の何らかの熱収支変化が，昇温率により

強く反映することを示唆します．今後，この「熱収支

変化」の実体を調べていくことが望まれます．

また，もっと長い期間の気温変化における都市バイ

アスの評価も課題です．アメダスが導入されるまで，

日本には「区内観測」として1000ヶ所以上で気温や降

水量の観測が行われており，その活用が期待されま

す．

なお，現在では2006年の土地利用データを国土交通

省のサイト（http://nlftp.mlit.go.jp/）から入手でき

ます．また，2005年の国勢調査による約1km格子の

人口データは政府統計の総合窓口（www.e-stat.go.jp

の「地図で見る統計（統計GIS）」）で公開されていま

す．

2.2 大都市域の夏の暑さ

地球温暖化や都市高温化が生活に最も大きく関わる

のは夏の暑さです．厚生労働省の「人口動態統計」に

よると，「自然の過度の高温への曝露」による全国の

死亡者数（多くの報告物や報道では「熱中症による死

者数」と表現される）は2007年に904人，2008年には

569人を数えています．熱中症の発生数と気温との相

関を示す調査結果は数多くあり（例えば環境省

2009），2010年の夏は高温が長期間続いて高齢者を中

心とした熱中症被害が社会問題になりました．著しい

高温は人命に関わる気象災害として捉えていくべきで

しょう．

もともと，都市ヒートアイランドの研究は夜，特に

寒候期の夜に重点が置かれていました．これは，夜の

方が昼間よりも上空への熱拡散が弱く，都市の気温偏

差が地上付近の薄い層内に集中する結果，ヒートアイ

ランドが顕著に現れるためです．中でも寒候期の冷え

込んだ夜は，郊外に強い接地逆転ができるのに対して

都市の下層大気は中立成層に近く，都市内外の気温差

が大きくなります．しかし1990年代以降，ヒートアイ

ランドがもたらす都市の暑さに関心が集まるようにな

り，研究対象が夏へ移ってきました．それとともに，

夜だけでなく昼間のヒートアイランドが注目されるよ

うになりました．

従来，昼間のヒートアイランドは目立たないという

のが通説でした．しかし，気象研究所の木村富士男先

生（現・海洋研究開発機構）と高橋俊二さん（現・室

蘭地方気象台）が1990年ごろに行った数値シミュレー

ションの結果，暖候期の午後には東京の西～北側の数

十～100kmにわたる範囲で都市効果による１℃以上

の昇温が起きていることが示されました（Kimura
 

and Takahashi 1991；気象庁 1994；第３図）．この

「広域ヒートアイランド」とも言うべき変化は，個別

の都市の単位で捉えられていたヒートアイランドの従

来の概念を超えるものです．暖候期の午後の広域的な

昇温傾向は，観測データの解析からも支持されます

（Fujibe 1994,2003）．また，京阪神や濃尾平野を対

象にした数値シミュレーションでも同様の広域的変化

が指摘されています（Ohashi and Kida 2002a，b；

第３図 都市効果による昇温量のシミュレーショ
ン結果（「ヒートアイランド監視報告」
（気象庁 2005）の結果を簡略化して表
示）．８月の晴天日の条件を与え，都市
パラメタリゼーション（人工排熱と土地
利用；簡単な都市キャノピー有り）を入
れた場合と，都市を草地に置き換えた場
合の計算を行い，14時の気温差を取った
もの．
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Kitada et al.1998；気象庁 2005-2010）．

広域ヒートアイランドの主因は，市街化による蒸発

散の抑制であると考えられます．夏の昼間は植生地か

らの蒸発散が盛んであるため，市街化によって蒸発散

が減ると，顕熱が増加します．昼間は混合層が存在

し，熱拡散が活発ですが，市街化による顕熱の増加量

は非常に大きい（100Wm のオーダー）ため，混合

層内に拡散してもなお１℃以上の気温上昇をもたらす

ものと解釈できます．言い換えると，広域ヒートアイ

ランドは混合層内全体に及ぶ変化です．このことを裏

づけるように，夏の午後の気温偏差は0.数 hPaの気

圧低下を伴い風の変化を引き起こすことが，数値シ

ミュレーションと統計解析の両面から見出されていま

す（Kusaka et al.2000；Fujibe1994，2003）．

広域ヒートアイランドのより詳しい形成メカニズム

については，解明すべき点が残っています．特に，内

陸域の高温化に対し，午後に発達する「広域海風」や

その変化がどう関わっているのか，あるいは，内陸域

自身の都市化が寄与しているのかどうか，という問題

は興味深いところです．

近年は３大都市圏の内陸域で36℃以上，あるいは

38℃以上という著しい高温が多発しており，その分布

は広域ヒートアイランドの範囲と重なっています（藤

部 2004b）．このうち，関東内陸域にある熊谷や前橋

では，著しい高温の日数が激増していることが確認さ

れます（藤部 1998，第４図）．ただ，このような高温

がどこまで都市化によるのかについては，見極めが必

要です．関東内陸域の高温は，高気圧におおわれた広

域海風日だけでなく，総観場の風が西寄りになった日

にもしばしば起こり，中部山岳の風下側の昇温が関

わっていると考えられます［後注6］．1980年代以降，

西風高温日が増える傾向があり（藤部 1998），総観場

の長期変動も念頭に置いて高温の発生要因を調べてい

くことが今後の課題です．

３．降水の長期変動

降水の長期変動も，地球温暖化と都市化による影響

の両面から議論されています．しかし，気温に比べる

と降水は自然の年々変動が相対的に大きいため，まず

はトレンドの有無を確認することが興味の対象になり

ます．また，降水に対する都市化の影響は気温ほど明

瞭ではなく，都市バイアスの評定よりも，むしろ都市

化による変化の有無を確認することが求められます．

このあたり，「温暖化で豪雨が激増」「ヒートアイラン

ドのため都市部でゲリラ豪雨が頻発」というようなセ

ンセーショナルな情報が先走ることのないよう，実態

をきちんと見極める必要があります．

以下，全国規模の降水変化についての研究と，東京

都心の短時間降水について都市シグナルの検出を試み

た結果を紹介します．

3.1 全国規模の降水変化

大雨や降水日数の長期変動を知るためには，日降水

量のデータが必要です．以前はそれが1961年以降の分

しか電子化されていなかったため，できることに限界

がありました．Iwashima and Yamamoto（1993）は

気象官署の累年極値記録（歴代１～３位）を使って，

20世紀初頭以降の極端な降水の増加傾向を見出しまし

た．当時は世界的にもまだこのテーマの研究例が少な

く，上記の研究は先駆的なものでした．

2001年から2004年にかけ，気象庁で各官署の観測開

始以来の降水データを電子化する作業が行われ，100

年間以上にわたる降水の変化をさまざまな角度から調

べられるようになりました．Fujibe et al.（2005,

2006a）はこのデータを使い，降水の強さ別の長期変

動や，日変化形の長期変動を調べました．また，51地

点の1901年以降の日降水量データについては気象庁で

丹念な品質チェックが行われ，うち43地点で欠測数が

第４図 東京・熊谷・前橋における最高気温36℃
以上の日数の経年変化．1900～04年から
2005～09年までの５年ごとについて，１
年当たりの日数を示す．
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10個未満という質の高いデータセットが得られまし

た．Fujibe et al.（2006b）はこれを利用して強い降

水や少雨の長期変化を解析しました．以下，対象期間

を2009年まで延ばして再解析した結果を紹介します．

第５図は1901～2009年の109年間について，日降水

量の階級別の変化を示したものです．降水量≧200

mmの日数や≧100mmの日数は年々の変動が大き

く，1940～50年に極大，1980年ごろに極小を持つ長期

変動も見られますが，全期間を通算すればそれぞれ

33％/(100年)，21％/(100年)の率で増えており，後者

は５％水準で有意です（以下，断らない限り有意水準

を５％とする）．一方，日降水量≧10mmや≧1mm

という，弱いものまで含めた降水の頻度は，それぞれ

8.8％/(100年)，15.4％/(100年)の率で有意に減って

います．このように，日本では過去１世紀に強い降水

が増え，弱い降水は減る傾向にあります．なお，年降

水量は上記51地点の平均として6.6％/(100年)の率で

減少しています（10％水準で有意）．

ただし，大雨には地域差があることに注意が必要で

す．≧100mmの日数は，西日本の南岸や南西諸島で

は年に２～３日であるのに対し，本州中部や北海道の

一部地点では100年間に10日以下であり，その間に数

十倍の差があります．従って，第５図の≧200mm日

数や≧100mm日数のグラフは，全国を対象にした統

計とは言っても，実際には主として西日本～南西諸島

の変化を見ていることになります．

第６図は「各地点における109年間の日降水量の上

位100事例」を取り，それらの発現頻度の経年変化を

示したものです．これはその定義上，すべての地点が

等しく寄与します．この尺度についても21％/(100年)

の有意なトレンドが認められ，全国規模で大雨が増加

していることを確認できます．第７図は上位100事例

第５図 降水量の階級別年間日数の経年変化（51地点平均，1901～2009年）とその１次回帰．実線は，1960年代
までの0.1mm単位の観測値を転倒ます雨量計による0.5mm単位の値に変換する際に無蒸発の仮定を
使ったもの，点線は完全蒸発の仮定を使ったもの（4.3節参照）．≧20mmから上の階級では，実線と
点線はほぼ重なっている．
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の頻度の経年変化率を地点ごとに示したものです．地

点によるばらつきはありますが，全国的に増加地点が

多く，特に西日本でその傾向の強いことが分かりま

す．

強い降水の増加は世界各地で見出されており

（Frich et al. 2002；Groisman et al. 2005；Alexan-

der et al.2006），その主因は気温上昇に伴う水蒸気量

の増加にあると考えられます（IPCC 2007；気象庁

2005；Emori and Brown 2005）．将来気候のモデル

シミュレーションでも，温暖化に伴う全球あるいは日

本域の大雨増加が予測されています（Kimoto et al.

2005；Kitoh et al.2009）．一方，弱い降水の変化傾向

は地域によって異なり，アメリカでは降水日数が増加

している（Karl and Knight 1998）のに対し，中国で

は減少傾向が報告されています（Zhai et al. 2005；

Liu et al.2010）．将来気候シミュレーションの中にも

日本付近の降水日数減少を予測しているものがありま

す（Kimoto et al.2005）．

社会的には「ゲリラ豪雨」という言葉に象徴される

短時間強雨への関心が高まっていますが，時刻別デー

タの品質や期間に限界があり，その長期変動実態につ

いての研究はまだ少数です（Fujibe et  al. 2005；

Iwasaki and Sunaga 2009）．時刻別のデータを整備

して解析を進めていくことが今後の課題です（次節で

は東京の118年間の毎時降水量による解析結果を紹介

します）．また，降水の増減と総観場との関連，例え

ば低気圧の頻度や降水系の性質の長期変動なども，こ

れからの興味深い研究課題になると思います．

3.2 東京の短時間降水における都市シグナルの検

出

都市は郊外に比べて地表面からの蒸発散が少なく，

水蒸気量もどちらかと言うと郊外より少ないと考えら

れます（例えば榊原 2001；藤部 2002）．これらは降

水の発達に不利に働くはずですが，その一方，都市で

は地表面の強い加熱によって混合層がより高く発達

し，積雲の発生が促されること，ヒートアイランドに

伴う局地循環（ヒートアイランド循環）によって都市

上空に上昇流ができ，上空へ水蒸気が蓄積されること

が考えられ，これらは対流性降水を発生させやすくす

る要因になり得ます．アメリカでは1970年代に行われ

たMETROMEXをはじめとして，いくつかの都市の

風下側［後注7］で暖候期午後の対流性降水の増加が

見出されています（Shepherd 2005；Pielke et al.

2007b）．しかし，日本では降水に対する総観規模擾

乱やメソ擾乱の寄与が大きい上，地形の複雑さもあ

り，降水における都市シグナルの検出は簡単ではあり

ません（藤部 2004a）．

Inoue and Kimura（2004）は，首都圏の暖候期の

積雲分布について，都市効果の明らかな証拠を見出し

ました．この研究は，11年間の４～10月の晴天日328

日間について，NOAA衛星の画像を丹念に解析して

関東平野の積雲分布を求めたものです．結果をLAND-

SATで得られるNDVIの分布と対比すると，東京か

ら放射状に延びる鉄道沿線の市街地で雲量の多いこと

が確認されます．雲量分布が「場所の関数」であるよ

うに見えることから，地表面状態による混合層高度の

差（市街地で高い）が積雲量の差に効いていると考え

られます．ただ，これらの雲は雨を降らせるものでは

なく，降水の変化については別途調べていく必要があ

ります．

Kanae et al.（2004）は1890年以降の東京の毎時降

水量データを独自に電子化し，これを使って1999年ま

での長期変動を調べました．その結果，強い降水が

1990年代に増えたのは事実だが，1940年代にも強雨頻

度の高い時期があり，単調に増加しているとは言えな

いことが示されました．この研究結果は「都市化で豪

第６図 日降水量上位100事例の発現頻度の経年
変化とその１次回帰（51地点平均，
1901～2009年）．

第７図 日降水量上位100事例の発現頻度の地点
別経年変化率（1901～2009年）．○は増
加，●は減少，＋は変化率20％/(100年)
未満の地点．
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雨が激増…」というイメージが先行しがちな中で，結

論を急ぐ前に十分長い期間の変化を見極めるべきこと

を示しています．

大気に対する都市の力学的影響が最も強いのは，市

街地の蒸発散抑制効果によって大きな顕熱増が生ずる

暖候期の午後であると考えられます．そこで，暖候期

午後の短時間降水に的を絞った解析をすれば，都市の

シグナルを検出できる可能性があります．2008年にな

り，東京管区気象台で東京と名古屋の19世紀末からの

毎時降水データについて，品質チェックが完了しまし

た（戸川ほか 2008）．Fujibe et al.（2009）はこれを

使い，「前６時間降水量が1mm未満である」という

条件を満たす「非継続的降水」［後注8］を定義してそ

の経年変化を調べました．その結果，暖候期の16～20

時を中心として30％/(100年)以上の有意な増加が認め

られました（第８図）．また，アメダスを使って「非

継続的降水」の空間的な偏差（東京の周囲19地点の降

水量を内挿した値からの差）を調べた結果でも，東京

都心では暖候期の18時前後に数十％の正偏差が見出さ

れました（第９図）．これらにより，東京都心におけ

る暖候期午後の短時間降水は，長期的に増加している

とともに，空間的にも正偏差を持つことが分かりま

す．この他，自治体による稠密な雨量計データを使っ

た研究も行われており，都内に強い降水の多い地域が

見られる等，興味深い結果が出ています（Takahashi
 

et al.2009；古橋・日下 2010）．

しかし，降水に対する都市の効果は卓越的なもので

はなく，あくまでも降水の発生・発達を促す１要因と

考えるべきです．数値シミュレーションを使って都市

の影響を調べる際，都市地表面のパラメタリゼーショ

ンを入れたモデルと入れないモデルの計算を行って結

果を比べる方法がよく使われますが，Matheson and
 

Ashie（2008）は東京付近の複数の降雨事例にこの方

法を適用したところ，都市パラメタリゼーションを入

れることによって都市域の降水量が増える例もあれ

ば，減る例もありました．Kusaka et al.（2009）は，

モデルによる降水分布が物理スキームなどの与え方に

大きく左右されることを指摘した上で，2001～2007年

の８月を対象にしてWRFに都市パラメタリゼーショ

ンを入れた場合と入れない場合の計算を行い，上記

213日間の総降水量の分布を比べました．その結果，

都市を入れた方が東京付近の降水量は多いが，それだ

けでなく，関東周辺の山地や海上の降水量にも変化が

現れました．このことは，都市効果による局所的な変

化が遠方の降水に影響し得ることを示唆するものであ

り，都市と降水の因果関係に関する注意深いアプロー

チの必要性を示しています．

４．データの均質性の問題

地球温暖化をはじめとする長期的な気温変動におい

ては，0.何℃という変化が重要な意味を持ちます．そ

のため，予報業務や防災業務ではあまり問題にならな

い小さいバイアスが，解析結果の信頼性を左右しま

す．気温の長期変化率を精度良く求めるためには，

第８図 東京の非継続的降水の経年変化率
（1890～2008年）．Fujibe et al.（2009）
のFig.2を白黒にしたもの．

第９図 東京の非継続的降水の空間偏差
（1979～2008年のアメダス資料による）．

Fujibe et al.（2009）のFig.5aを白黒
にしたもの．
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データの長期的均質性の確保が鍵になります．

このテーマは個別の事項を対象にして扱ったことが

あります（藤部 1999,2000,2001,2003）が，今回

この原稿を書く機会に，ひと通りの取りまとめをして

みました．なお，都市バイアスも気温データなどの均

質性に関わる重要な要素ですが，これは前記のように

シグナルが強く，ヒートアイランドという実体の明ら

かな現象に伴うものであることから，本稿では別格と

して2.1節で扱いました．

4.1 気象庁におけるデータの均質性についての検

討

気象庁の地上観測データにおける均質性の問題は，

すでに1960年ごろから検討されていました．気象庁

（1961,1962）では官署の移転や観測方法の変更に対

する統計の接続性の判断指針が示され，これはその後

の気象統計業務の基本になりました．また，気象庁

（1965）では測器や観測時刻の変更による観測値の不

均質を補正する試みが紹介されています．気温に関す

る検討項目は，温度計の通風・非通風の違い，設置状

況，日平均気温に対する観測回数の影響，日界の影響

などであり，その検討結果は累年気候表（各観測所の

年・月別値の表）の均質化に適用されました．このほ

か，測器変更における比較観測結果の一部は「測候時

報」に掲載されています（例えば，気象庁 1984）．気

象庁（1974）には当時の観測近代化に関するレヴュー

や論説が特集されています．気象庁（2002）には，気

象観測上の主な注意事項や測器の特性が解説されてい

ます．

これらの文献を見ていくと，観測方法の変更や平均

値更新のたびに，ひと通りの調査・検討が行われてい

ることが分かります．ただ，多くの調査結果の中には

外部から参照しにくい資料にのみ掲載されているもの

もあり，こうした情報の蓄積・継承については物足り

なさを感じざるを得ません．今後の気候研究の高度化

に向け，資料の体系化と共有化が望まれます．また，

データに要求される均質性の程度は，使う目的によっ

て変わり，例えば気候変動の研究では通常の統計業務

よりも高い精度の評価が求められることがあります．

従って，統計上の接続の可否や補正の要否について

は，目的に応じた柔軟できめ細かい扱いが行われて然

るべきでしょう．

官署の履歴に関しては，「気象庁年報」のCD-

ROM に地点ごとの表が掲載されています．また，気

象業務支援センター発行の「気象観測月報」（2009年

までは「気象庁月報」）にはアメダス観測点の位置や

風速計高度の変遷を書いた表があります．しかし，測

器の交換や調整などマイナーな変更までは載っていな

いこともあるようで，資料の利用目的によっては不便

を生ずる可能性があります．中井・横山（2009）は，

降雪時のアメダスの降水量観測値が助炭（風よけ）の

有無によって大きく変わることを指摘し，測器の変遷

に関する情報共有の重要性を訴えています．

また，移転や移設のような不連続的な変化は分かり

やすいのですが，徐々に進む環境変化の影響は評価し

にくいという一面があります．最近になって，近藤純

正先生（東北大学名誉教授）が気候変動の実態解析に

関する一連の解説をホームページに掲載しています

（www.asahi-net.or.jp/ rk7j-kndu/）．この中では，

測器や観測方法，観測回数，日界などの変遷に加え，

ミクロな観測環境の変化が観測値に及ぼす影響が議論

されています．次節ではこの問題に関する研究の現状

と問題点を議論します．

4.2 ミクロな環境変化に伴う気温観測値の変化

近藤先生は，観測所の周囲に建物や樹木が増えるこ

とによって熱拡散が弱まり，気温の観測値が上がる可

能性を指摘し，これを「日だまり効果」と名づけまし

た．建物や樹木の増加は，風速観測値の減少を伴うと

考えられることから，気温の長期変化と風速の長期変

化の間には負相関が予想されます．先生のホームペー

ジには国内19地点を対象にして，これを裏づける解析

結果が載っています（www.asahi-net.or.jp/ rk7j-

kndu/kenkyu/ke39.html）．

Fujibe（2009a）は，全国のアメダス地点（風速計

の高さが10m未満で，その変化が小さい等の条件を

満たす327地点）について，風速と気温の経年変化率

の関係を調べました．その結果，年平均風速U が比

較的大きい地点（U≧1.5ms ；195地点）では，昼

間の気温の経年変化率（周囲の非都市地点からの偏差

δT′；解析方法の詳細はFujibe（2009a）参照）と風

速の経年変化率との間に弱いながら有意な負相関があ

り，近藤先生の指摘に符合する結果が得られました

（第10図）．しかし，平均風速が小さい地点（U＜1.0

ms の38地点；図は省略）では，夕方の気温変化率

には風速変化率との負相関がありますが，昼間はむし

ろ気温変化率と風速変化率が正相関になる傾向があり

ます．この結果は，ミクロな気候変化のメカニズムが

単純ではないことを示唆します．熱拡散だけでなく放

射の変化なども考慮しながら，「日だまり効果」の実
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態とメカニズムを解明していくことが今後の課題で

す．

ミクロな環境変化によるデータの不均質性は，都市

化されていない地点でも起こり得るものであり，気候

変動解析におけるバイアス要因として国外でも議論さ

れています（Changnon and Kunkel 2006；Mah-

mood et al.2006；Runnalls and Oke2006；Pielke et
 

al. 2007a）．しかし，今はまだ問題提起にとどまって

おり，その定量化・モデル化はこれからの研究課題で

す．

4.3 降水データの観測単位の変更

長期間の降水量の統計に当たって問題になることの

１つは，雨量計の変更に伴う観測単位の変遷です．日

本では1960年代の前半までは貯水型の雨量計による

0.1mm単位の計測が行われていましたが，1968年ご

ろに転倒ます雨量計が導入され，観測単位は0.5mm

になりました．アメダスでは，1994年ごろまで収録単

位が1mmでした．

転倒ます雨量計は，降水の積算量を0.5mmの整数

倍になるごとにカウントしていくもので，もしも降り

始めの段階で雨量計内にすでに0.4mm分の雨がた

まっていれば，新たに0.1mmの雨が降ったところで

「0.5mm」の降水が記録されます．従って，日降水量

1mmと言っても，貯水型による観測値と転倒ますに

よる観測値とでは意味に違いがあります．弱い降水に

関わる統計にはこの違いが影響する可能性があり，何

らかの補正が必要になります．

Kanae et al.（2004）は，貯水型雨量計による毎時

の観測値を，端数を次の時刻に繰り越しながら0.5

mmごとに積算する方式で，転倒ますが使われたと仮

定したときに得られるべき観測値へ換算しました．

Fujibe et al.（2005,2006a, b）も，ほぼ同様の考え

方で換算を行いました．しかしこれらの換算方法は，

転倒ます雨量計に入った水がいつまでも蒸発せずに残

ることを想定しています（以下「無蒸発の仮定」と表

記）．一方，実際の転倒ますでは，中に残った雨がだ

んだん蒸発していくはずであり，そうだとすると上記

の換算値は，正しい値（＝転倒ますを使ったときの観

測値）を過大評価します．残念ながら雨量計内の蒸発

を正確に評価するのは困難であり，代わりにFujibe
 

et al.（2006b）は，「日付が変わったとたんに，雨量

計内に残っている水がすべて蒸発してなくなる」と仮

定した場合（「完全蒸発の仮定」；日降水量を，端数

を切り捨てながら積算することに相当する）の計算を

併せて行って，無蒸発を仮定した場合の結果と比べま

した．正解は無蒸発と完全蒸発の間にあるはずなの

で，両方の結果を比べることにより，真の変化の範囲

を絞り込むことができます．第５図の点線は完全蒸発

の仮定による結果を示します．これによる≧1mm日

数の減少率は9.4％/(100年)であり，無蒸発を仮定し

た場合よりも大幅に縮小します．しかし，幸いなこと

に符号は変わらないので，定性的には弱い降水の減少

傾向が確認されます．また，≧10mm日数に関して

は，完全蒸発の仮定に基づく減少率は6.7％/(100年)

であり，無蒸発の仮定による値と大差ありません．≧

20mm日数や，より強い降水の日数については，無

蒸発でも完全蒸発でも実質的な差はなく，強い降水に

対しては観測単位変更の影響は無視できます．

このほか降水量の観測値に影響し得る要因として，

雨量計の周囲の気流による捕捉漏れ，受水器・貯水器

内壁の濡れや受水器での跳ね返りによる損失などがあ

ります（気象庁 2002；New et al. 2001；Groisman
 

et al. 2005）．また，建物や樹木も降水量の観測値に

影響する可能性があります．雨量計の変遷がこれらの

要因を介して降水の長期変化の検出に与える影響につ

第10図 気温の経年変化率（1979年３月～2008年
２月；周囲の非都市地点からの偏差

δT′）と年平均風速の変化率U′との関
係．対象は，移転や風速計の移設が事実
上なく，風速計の設置高度が地上10m
未満であり，かつ年平均風速U≧1.5

ms である194地点．地点の人口密度 P
によって記号を変えてあり，破線は全地
点を対象にした１次回帰．δT′とU′の
相関係数は，P＜300人/kmの112地点
については－0.23，全194地点について
は－0.18であり，いずれも５％水準で有
意．Fujibe（2009a）から引用．
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いては未知の部分が大きく，今後の調査が望まれま

す．

本稿では触れませんが，風，湿度，日照，あるいは

目視観測要素についても，いろいろな不均質要因があ

ります．ただ，強調しておきたいのは，同種の問題は

他の国にもあり，日本の気象データは世界的に見れば

良質で優れた気候情報源としての価値を持っているこ

とです．この価値を気候研究に生かしていくために

は，引き続きデータの電子化と品質管理を進めるとも

に，観測所や観測方法に関する情報（メタデータ）を

整備し，共有していくことが必要です．それを通じて

データの特性に対する理解を深め，バイアス要因を精

査し定量化していくことが，信頼性の高い気候情報を

得る鍵になると思います．
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データの電子化と公開が進み，気候変動の研究に役立
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後注

１ 「温暖化」と「高温化」とは，本稿では同義です．た

だ，「温暖化」はしばしば「地球温暖化」の意味に使わ

れるので，これと区別するため，都市化による気温上昇

を「高温化」と表現します．

２ 端的に言えば地球温暖化ですが，「日本全国規模の気候

変動」と地球温暖化とを完全には同一視できない可能性

を考え，本稿では前者を「全国規模の変動」「広域変動」

等と表現します．

３ Peterson（2003）は，都市の昇温傾向を示した過去の

研究を，データの不均質や微気候的効果の可能性などを

理由として次々に批判しています．都市高温化そのもの

を疑問視するかのようなその論調は，都市気候の研究者

としてショックであると同時に，都市の気温変化の実態

をきちんと解析する必要性を感じさせました．ただ，最

近は温暖化の研究者も，地域によっては都市バイアスが

存在し得ることを認めた上で，全球～広域への影響は小

さいという言い方になっています（Parker 2006,

2010；Jones and Wigley2010など）．

４ Lebassi et al.（2009）は，1970年代以降カリフォルニ

ア沿岸で夏の日最高気温が大幅に下がっていることを指

摘し，その理由として，内陸域の昇温による海風の強ま

りを挙げています．Tamrazian et al.（2008）の結果で

も，ロサンゼルス都心の日最高気温は1980年ごろから低

下に転じています．

５ 第１図には昇温率 T′が西日本で大きく北日本で小さ

いという地域差がありますが，この地域差を除いた解析

を行っても T′と P の間に正相関があることは変わりま

せん（第２図も同様）．

６ しばしば「フェーン現象」と言われますが，山麓を強

風が吹き下りる本来のフェーンとは異なり，地上風は弱

いのが普通です．このような昇温の機構については今後

の解明が待たれます．

７ 降水雲を移動させる上空の風の下流側という意味であ

り，普通は東～北東側．

８ 「非継続的降水」とはぎこちない表現ですが，他に適

当な言葉を思いつきませんでした．非継続的降水は「そ

の前の時刻が無降水だった場合」と定義されており，後

の時刻については条件をつけていない点が「短時間降

水」と違います．このような定義を使ったのは，夏の午

後の雷雨後，弱い降水が数時間以上続くケースが時々あ

るためです．
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グリア大学（University of East Anglia）の気候研究ユ
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